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１．2026年２月期第３四半期の連結業績（2025年３月１日～2025年11月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第３四半期 7,538 △13.4 △26 － △26 － △117 －
2025年２月期第３四半期 8,700 41.2 151 － 201 － △10 －

(注) 包括利益 2026年２月期第３四半期 △41百万円( － ％) 2025年２月期第３四半期 19百万円(△85.2％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期第３四半期 △9.93 －
2025年２月期第３四半期 △0.91 －

2025年２月期第３四半期連結累計期間及び2026年２月期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期第３四半期 10,577 6,139 56.6 510.31
2025年２月期 10,572 6,124 57.3 507.44

(参考) 自己資本 2026年２月期第３四半期 5,984百万円 2025年２月期 6,055百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 0.00 － 5.00 5.00
2026年２月期 － 0.00 －
2026年２月期(予想) 5.00 5.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年２月期の連結業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,200 △8.6 － － 30 △70.8 △90 － △7.61

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料Ｐ．８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年２月期３Ｑ 12,709,800株 2025年２月期 12,593,300株

② 期末自己株式数 2026年２月期３Ｑ 983,648株 2025年２月期 660,105株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期３Ｑ 11,819,779株 2025年２月期３Ｑ 11,834,781株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、添付資料P.２「１.経営成績等の概況 当四半期累計期間の経営成績の概況」をご覧

ください。
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１．経営成績等の概況

当四半期累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間(自2025年３月１日至2025年11月30日)における日本経済は、2025年７月～９月の実質

GDPが年率換算で2.3％減と、６四半期ぶりのマイナスとなりましたが、米国関税交渉の妥結後は国内企業の収益見

通しの改善が進み、また、所得向上による個人消費の底堅さ、旺盛なインバウンド需要の継続などを背景に、国内

景気は明るさを取り戻しつつあります。先行き不透明な部分は一部残るものの、新政権による積極財政や物価高対

策などの経済対策の効果が期待され、今後の国内景気については回復基調で推移することが見込まれます。

12月発表の日銀短観のソフトウェア投資計画によると、大企業から中小企業に至るまでDX等に対する投資意欲は

引き続き旺盛であり、業務効率化や労働生産性の向上に向けたDX化が今後も進むことが見込まれます。一方で、生

成AIの活用に関しては、まだ個人レベルでの活用の普及段階にあり、企業におけるエージェントサービスの業務へ

の組み込みなどの体系化は、今後徐々に顕在化していくものと予想されます。また今後は、政府が投資を表明した

「フィジカルAI」などAIとハードウェアを組み合わせた分野は、製造・医療・介護・物流など様々な現場で、新た

な活用と発展が期待される状況となっております。

このような事業環境の中、当社グループでは、自社事業拡大による収益性向上へと軸足をシフトする中期経営計

画を推進しており、当期は新作ゲームの投入がない中で、自社事業全体としての底上げと強化を行うことをテーマ

として、事業を推進しております。

ライフデザイン事業においては、ウェルネスやメディカルケアなどのHealthTech事業、今期から連結となった人

材スカウトツールなどのHRTech事業、流通や飲食の決済やマーケティングを支援するFinTech事業などが対象で、ウ

ェルネス事業の黒字化やHRTechサービスの拡大などは今期順調に進捗しましたが、メディカルケアサービスにおけ

るクリニックの横展開やFinTechサービスの顧客拡大などは計画より遅延している状況にあります。AI＆クラウド事

業においては、AIチャットサービスやクラウドアドレス帳サービスなどのSaaS事業が対象になっており、これらは

増収継続により黒字化し、グループにおける基幹事業の一つとしての位置付けを確保しつつあります。IoT＆デバイ

ス事業における自社製品aiwa事業は、全体としては増収を継続していますが、一部モデルについて販売が停滞して

おり、在庫縮減対策を展開している状況にあります。これら先行投資事業の状況は、斑模様ではありますが、トー

タルで見ると今期の黒字化に向かって着実に進んでいる状況にあります。

一方で、現在の基幹事業である、コンシューマ＆コンテンツ、ソリューション、IoTのうち、まず、コンシューマ

＆コンテンツ事業については、当期は旧作ゲームのマーケティングに注力しており、特にアジア地域における販売

が好調で、「クレヨンしんちゃん『オラと博士の夏休み』＆『炭の町のシロ』 2in1パック」など、年末商戦に向け

た旧作の導入が順調に進みました。AI＆クラウドのソリューション事業については、AIソリューションへの移行に

より当期は収益を維持する計画でしたが、現状では市場が活性化に至らず収益化が遅れる一方、引き続き先行投資

が継続する状況となっております。IoT＆デバイス事業のODM事業については、前期第３四半期に計上したような大

型案件が当期はなかったことから減収減益とはなりましたが、生産体制のグローバル化と収益体質の改善が進んで

いる状況にあります。

以上により、当中間連結会計期間における当社グループの売上高は7,538,329千円(前年同期比13.4％減)、営業損

失は26,047千円(前年同期は営業利益151,607千円)、経常損失は26,520千円(前年同期は経常利益201,773千円)、親

会社株主に帰属する四半期純損失は117,416千円(前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失10,798千円)となり

ました。累計では赤字となりますが、当第３四半期の期間業績は大幅な黒字で、営業利益は127,039千円、経常利益

は153,516千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は89,572千円となっています。

セグメント別の事業動向については以下の通りです。

＜ライフデザイン事業＞

当第３四半期連結累計期間におけるライフデザイン事業の売上高は1,955,689千円(前年同期比20.7％減)、セグメ

ント損失18,078千円(前年同期はセグメント利益57,964千円)となりました。

コンシューマ＆コンテンツ事業は、2024年２月に国内、５月にアジアで発売した旧作ゲームが１年超を経過した

中でもアジア地域での販売が好調で、特に年末商戦に向けた2in1限定パックなどが収益に大きく貢献しました。ま

た、同２作をスマートフォンに移植してSonyグループの「Crunchyroll Game Vault」を通じて日本、中国を除く全

世界で配信を開始し、好評を博しています。
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X-Tech事業については、ウェルネス事業を担当する㈱Wellmiraでは、AI健康アプリ「カロママプラス」の健康管

理機能を外部のサービスに提供する新ソリューションを推進しており、当期においても複数のサービスへの提供を

開発中です。また、「カロママプラス」についてはAI機能の強化も進めており、大阪・関西万博で検証したAI機能

の実装を進めています。医療・介護向けDXプラットフォーム「KarteConnect」では、複数クリニックへの横展開を

推進すべく、展示会出展などの販売促進策への取り組みを強化しています。また、FinTech事業においては、ウォレ

ットアプリがスーパーなどの流通業において引き合いが活発になっており、下期黒字化に向けてサービス導入の拡

大に取り組んでいます。今期より連結対象となった㈱Retoolでは、人材スカウトツールに続くHRTechの新たな事業

として、マネジメントDXサービス「Retool」のフリーミアム版や新たなAI活用サービスなど事業拡大に向けた取り

組みを推進しています。

＜AI＆クラウド事業＞

当第３四半期連結累計期間におけるAI＆クラウド事業の売上高は2,023,063千円(前年同期比0.3％減)、セグメン

ト利益は140,261千円(前年同期比6.4％増)となりました。

AIチャットサービス「OfficeBot」については、継続的な品質向上への取組みと、展示会への積極出展などマーケ

ティング活動を行い、引き続きサービス導入企業の拡大が続いています。さらに、進化するAIの高度化に対応する

ため、「OfficeBot」をベースにAIエージェント機能を拡張した「OfficeAI社員」の開発にも取り組んでいます。ま

た、SaaS事業のもう一つの柱であるクラウドアドレス帳サービス「SMARTアドレス帳」についても、当第３四半期か

らau Starlink Directに対応し、セキュリティを大幅に強化したフルクラウド版の提供を開始しており、増収増益

を続けるSaaS事業は、前期までの先行投資段階からグループの基幹事業となりつつあります。

ソリューション事業では、一般ソリューション案件が減少傾向にある中で、AIソリューション移行による収益確

保に向けて取り組んでいますが、現時点では大型案件の成約に結びついておらず、引き続き投資先行の状況となっ

ております。しかしながら、今後大企業における業務への体系的なAI実装案件が顕在化してくるものと予想してお

り、引き続き高度なAIサービスを構築可能とするフレームワーク「AIdeaSuite」の機能向上に向けての取り組みを

継続しています。

＜IoT＆デバイス事業＞

当中間連結会計期間におけるIoT＆デバイス事業の売上高は3,730,193千円(前年同期比14.2％減)、セグメント利

益は213,515千円(前年同期比17.4%減)、為替差益を含めた実質セグメント利益は230,312千円（前年同期比27.3%

減）となりました。

今期においては、これまでの中国深圳自社工場のみでの開発・生産体制から、複数拠点での多様な開発・生産体

制への移行という大きな体制変革に取り組んでいます。前期第３四半期は大型案件の計上があったため前年同期比

では減収減益となったものの、IoTサービスへの旺盛な需要を背景にODM事業の受注状況は堅調です。さらなるODM案

件の拡大のためには、開発体制の拡充が必要であるという観点から、中国湖南省長沙市に新たに開発拠点を設立し

ました。深圳拠点と併せIoTデバイスの研究開発・設計機能を強化し、IoT領域に特化した開発製造企業へと進化し

てまいります。

自社製品aiwa事業については、主力のタブレット製品やコンパクト・デジタルカメラなどの販売が順調に推移し

ました。高画質の動画視聴が可能でネットワーク接続も快適な10.1インチのエントリーモデルAndroidタブレット

「aiwa tab AB10」や、自撮り用フロントディスプレイ搭載の防水・防塵コンパクト・デジタルカメラ「aiwa cam

DCW」を発売するなど、さらなるラインナップ拡充に努めています。

また、セグメント別の事業動向に記載の各セグメントの売上高については、外部顧客への売上高にセグメント間

の内部売上高又は振替高を加えた金額を記載しております。詳細は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のと

おりであります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,957,158 3,318,686

受取手形、売掛金及び契約資産 1,213,602 1,249,447

商品及び製品 727,437 520,816

仕掛品 179,837 65,407

原材料 280,940 118,805

前渡金 350,253 250,929

その他 321,461 388,958

貸倒引当金 △805 △825

流動資産合計 6,029,885 5,912,225

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 180,376 160,948

車両運搬具（純額） 306 227

器具備品（純額） 60,717 57,135

建設仮勘定 649 649

有形固定資産合計 242,049 218,961

無形固定資産

ソフトウエア 524,034 543,098

ソフトウエア仮勘定 355,411 698,818

のれん 1,379,279 1,266,729

その他 10,257 15,033

無形固定資産合計 2,268,982 2,523,680

投資その他の資産

投資有価証券 799,594 757,166

関係会社株式 29,998 29,998

出資金 715,901 714,024

繰延税金資産 245,111 179,802

差入保証金 234,030 229,356

その他 7,332 12,388

投資その他の資産合計 2,031,968 1,922,736

固定資産合計 4,543,000 4,665,378

資産合計 10,572,886 10,577,603
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 523,937 389,490

短期借入金 － 200,000

１年内返済予定の長期借入金 1,435,751 829,073

未払法人税等 128,306 72,108

契約負債 195,340 174,775

賞与引当金 221,290 208,488

その他 584,218 414,809

流動負債合計 3,088,845 2,288,745

固定負債

長期借入金 1,317,888 2,096,294

繰延税金負債 － 6,654

資産除去債務 40,599 40,917

その他 1,331 5,781

固定負債合計 1,359,819 2,149,647

負債合計 4,448,665 4,438,393

純資産の部

株主資本

資本金 2,420,475 2,455,087

資本剰余金 2,250,224 2,370,534

利益剰余金 1,433,707 1,254,586

自己株式 △297,166 △397,179

株主資本合計 5,807,240 5,683,029

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 77,468 96,774

繰延ヘッジ損益 △14,805 63,818

為替換算調整勘定 185,418 140,383

その他の包括利益累計額合計 248,081 300,976

新株予約権 68,898 5,931

非支配株主持分 － 149,272

純資産合計 6,124,221 6,139,209

負債純資産合計 10,572,886 10,577,603
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年３月１日
至 2024年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年11月30日)

売上高 8,700,409 7,538,329

売上原価 5,716,391 4,690,766

売上総利益 2,984,017 2,847,562

販売費及び一般管理費 2,832,410 2,873,609

営業利益又は営業損失（△） 151,607 △26,047

営業外収益

受取利息 11,379 4,751

受取配当金 2,952 5,363

為替差益 53,239 18,835

その他 5,007 1,975

営業外収益合計 72,578 30,926

営業外費用

支払利息 17,072 25,850

投資事業組合運用損 1,995 4,876

その他 3,343 671

営業外費用合計 22,411 31,399

経常利益又は経常損失（△） 201,773 △26,520

特別利益

固定資産売却益 － 11,151

新株予約権戻入益 627 －

特別利益合計 627 11,151

特別損失

投資有価証券評価損 88,451 7,776

事業構造改善費用 3,392 －

事務所移転費用 2,482 －

和解金 7,474 －

特別損失合計 101,801 7,776

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

100,600 △23,144

法人税等 109,774 77,116

四半期純損失（△） △9,174 △100,261

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,624 17,155

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △10,798 △117,416
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年３月１日
至 2024年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年11月30日)

四半期純損失（△） △9,174 △100,261

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 35,259 19,318

繰延ヘッジ損益 △19,149 87,341

為替換算調整勘定 12,888 △48,163

その他の包括利益合計 28,998 58,496

四半期包括利益 19,823 △41,764

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 18,199 △64,521

非支配株主に係る四半期包括利益 1,624 22,757
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から

適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用

後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四

半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

(税金費用の計算)

税金費用につきましては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2024年３月１日 至 2024年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

ライフデザイ
ン事業

AI＆クラウド
事業

IoT＆デバイ
ス事業

計

売上高

外部顧客への売上高 2,453,011 1,931,479 4,315,918 8,700,409 － 8,700,409

セグメント間の内部売上高
又は振替高

13,686 97,433 29,292 140,412 △140,412 －

計 2,466,697 2,028,913 4,345,210 8,840,821 △140,412 8,700,409

セグメント利益 57,964 131,867 258,543 448,376 △296,768 151,607

(注) １．セグメント利益の調整額△296,768千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用205,728千円、

のれんの償却額91,040千円が含まれております。全社費用は、主に提出会社の管理部門に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2025年３月１日 至 2025年11月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

ライフデザイ
ン事業

AI＆クラウド
事業

IoT＆デバイ
ス事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,934,718 1,898,370 3,705,240 7,538,329 － 7,538,329

セグメント間の内部売上高
又は振替高

20,970 124,692 24,953 170,616 △170,616 －

計 1,955,689 2,023,063 3,730,193 7,708,946 △170,616 7,538,329

セグメント利益又は損失(△) △18,078 140,261 213,515 335,697 △361,744 △26,047

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額△361,744千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用

△249,194千円、のれんの償却額△112,550千円が含まれております。全社費用は、主に提出会社の管理部門

に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前３四半期連結累計期間
(自 2024年３月１日
至 2024年11月30日)

当３四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年11月30日)

減価償却費 502,957千円 261,767千円

のれんの償却額 91,040千円 112,550千円


